１　賃金

賃  金  ～4年連続して減少した現金給与総額～
　調査産業計の現金給与総額は、326,479円で前年に比べて4.5％減と、4年連続して減少した。
　現金給与総額のうち、定期給与は266,858円で前年に比べて3.6％減であり、賞与などの特別給与は59,621円で前年に比べて8.5％減であった。

　また、定期給与のうち所定内給与は244,513円で前年に比べて3.8％減であり、超過労働給与は22,345円で前年に比べて1.0％減であった。

　賃金の年平均の推移を名目賃金指数でみると、現金給与総額、定期給与、所定内給与すべて前年比減となっている。
　賃金の年平均の全国結果も、同様にすべてで前年比減となっている。
（図1-1、図1-2、統計表第1表、第5表、第9表、第17表、第33表）
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産業別賃金  ～不動産業、運輸･通信業、電気･ガス･水道業で増加～
　産業別の現金給与総額は、電気･ガス･水道業が618,319円と最も多く、以下、金融･保険業、建設業、不動産業、製造業、サービス業、運輸･通信業と続き、卸売･小売業,飲食店が最も少なく218,184円であった。

　産業別に現金給与総額の動きを前年比でみると、不動産業(15.5%増)、運輸･通信業(2.1%増)、電気･ガス･水道業(0.8%増)では増加したが、卸売･小売業,飲食店(12.8%減)、サービス業(5.6%減)、金融･保険業(3.4%減)、建設業(3.0%減)、製造業(1.7%減)では減少した。　　　　　　　　　　　　(図2、図3、統計表第1表、第17表、第33表、第35表)
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[image: image11.emf]図5‐1　　労働時間指数の推移(静岡県)
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図5‐2　　労働時間指数の推移(全国)
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賞  与  ～夏季、年末ともに増加～
　事業所規模30人以上の夏季賞与を調査産業計でみると、1人平均支給額は491,984円で前年に比べて3.4％増であった。また、所定内給与に対する支給割合（以下「平均支給率」という。）は1.41ヶ月分であり、前年を0.11ヶ月分上回った。全国結果の夏季賞与は465,776円で前年に比べて1.0％減であった。

　事業所規模30人以上の年末賞与を調査産業計でみると、1人平均支給額は512,904円で前年に比べて5.9％増であった。平均支給率は1.45ヶ月分であり、前年を0.11ヶ月分上回った。全国結果の年末賞与は、493,999円で前年に比べて1.4％増であった。（「対前年比」は、調査事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正しており、調査結果の実数で計算した場合と必ずしも一致しない。P4,(2)参照）　　　　　　　　　　　　（図4-1、図4-2、統計表第22表)
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図9　　産業別常用労働者数対前年比（静岡県と全国）
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２　労働時間

労働時間  ～総実労働時間、所定内労働時間、所定外労働時間すべて減少～
　調査産業計の総実労働時間は154.0時間で前年に比べて2.4％減であった。
　総実労働時間のうち、所定内労働時間は142.2時間で前年に比べて2.2％減であり、所定外労働時間は11.8時間で前年に比べて3.1％減であった。所定外労働時間の全国順位は長い方から4位であった。
　労働時間の年平均の推移を平成12年を100とした指数でみると、総実労働時間98.6（前年比2.4％減）、所定内労働時間98.1（同2.2％減）、所定外労働時間105.5（同3.1％減）となり、総実労働時間、所定内労働時間及び所定外労働時間すべてが前年に比べて減少している。

全国結果では、所定内労働時間（前年比0.1％減）は減少しているが、総実労働時間（同0.1％増）及び所定外労働時間（同2.7％増）は増加している。

　　　(図5-1、図5-2、統計表第11表、第13表、第23表、第33表)
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図4-2　　　年末賞与（静岡県と全国）

　　　　　　　　　（調査産業計、事業所規模30人以上）
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産業別労働時間

～不動産業、建設業、電気・ガス・水道業、製造業、サービス業で所定外労働時間が増加～
　産業別の総実労働時間は、運輸･通信業が175.3時間と最も長く、以下、不動産業、建設業、製造業、電気･ガス･水道業、金融･保険業、サービス業と続き、卸売･小売業,飲食店が最も短く133.6時間であった。
　産業別に総実労働時間の動きを前年比でみると、電気･ガス･水道業(4.0％増)、不動産業(3.3％増)、建設業(0.9％増)、製造業(0.8％増)では増加したが、卸売･小売業,飲食店（9.1％減)、運輸･通信業(3.2％減)、サービス業（1.3％減）、金融･保険業(0.5％減)では減少した。
　また、産業別にみた総実労働時間の全国結果は、建設業171.5時間、運輸・通信業171.3時間、製造業166.1時間の順となっており、前年比ではサービス業（0.3％減）及び不動産業（0.2％減）以外の産業では増加している。

　　　　　　　　　　　(図6、図7-1、統計表第11表、第23表、第33表、第35表)
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　産業別に所定外労働時間の動きを前年比でみると、不動産業(43.5％増)、建設業(32.9%増)、電気･ガス･水道業(27.5%増)、製造業(2.4%増)、サービス業(1.5%増)では増加したが、卸売･小売業,飲食店(26.2%減)、運輸･通信業(10.1%減)、金融･保険業(4.1%減)で減少となった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(図7-2、統計表第13表、第33表)
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図2　　　産業別現金給与総額（静岡県と全国）

               （事業所規模5人以上）

静岡県

全国

(円)


３　雇用

常用労働者  ～3年ぶりに減少～
　調査産業計の常用労働者数は1,303,222人、常用雇用指数は99.8で前年に比べて1.0%減と3年ぶりに減少した。調査産業計のパートタイム労働者比率は25.1％、前年差3.7ポイント増と3年ぶりに増加した。
　全国結果の調査産業計常用労働者数は42,831,153人、常用雇用指数は98.8で前年に比べて0.4%増と増加した。調査産業計のパートタイム労働者比率は25.3％、前年差2.7ポイント増であった。
　　　　　　　　　　　　  　　　         (図8-1、図8-2、統計表第15表、第28表、第33表)
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産業別常用労働者　　～サービス業以外の全産業で減少～

　産業別常用労働者数の対前年比をみると、サービス業（1.0％増）では増加したが、電気･ガス･水道業(10.4％減)、不動産業(5.4％減)、金融･保険業(5.3％減)、建設業(4.3％減)、製造業（1.6％減）、運輸･通信業(0.8％減)、卸売･小売業,飲食店（0.6％減）では減少した。全国結果では、サービス業（2.4％増）、不動産業（2.2％増）、運輸･通信業(0.6％増)が増加し、他の産業では減少となった。

常用労働者の産業別構成比をみると、製造業が34.5%と最も多く、次いでサービス業(26.0%)、卸売･小売業,飲食店(23.1%)の順であり、この3業種で83.6%を占めている。以下、運輸･通信業(7.4%)、建設業(5.4%)、金融･保険業(2.6%)、電気･ガス･水道業(0.6%)、不動産業(0.3%)の順となっている。
全国の常用労働者の構成比は、サービス業が33.2％と最も多く、次いで、卸売･小売業,飲食店が26.7％、製造業が20.3％であった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (図9、図10、統計表第15表、第33表)　
[image: image10.emf]△ 2.4

0.1

0.9

1.0

0.8

1.1

4.0

2.3

△ 3.2

0.2

△ 9.1

0.1

△ 0.5

1.3

3.3

△ 0.2

△ 1.3

△ 0.3

△ 10.0

△ 8.0

△ 6.0

△ 4.0

△ 2.0

0.0

2.0

4.0

調

査

産

業

計

建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

水

道

業

運

輸

・

通

信

業

卸

売

・

小

売

業

,

飲

食

店

金

融

・

保

険

業

不

動

産

業

サ

ー

ビ

ス

業

図7‐1　　総実労働時間対前年比（静岡県と全国）
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[image: image3.emf]図10　  産業別常用労働者構成比 (静岡県と全国)
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常用労働者の異動状況　　～運輸･通信業、不動産業で入職超過～
　常用労働者の異動状況を調査産業計の労働異動率でみると、入職率は2.2%で前年差0.3ポイント増、離職率2.3%で前年差0.4ポイント増であった。
　産業別に労働異動率をみると、運輸･通信業では0.5ポイント、不動産業で0.3ポイント入職超過であったが、サービス業では同値、他の産業では離職超過であった。                                  　(図11、統計表第30表)
[image: image4.emf]図11　　常用労働者の異動状況（静岡県）
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